
Ⅰ . はじめに

2020 年オリンピック・パラリンピック東京大

会（以下 2020 東京大会）の開催に向けて，さま

ざまなオリンピック・パラリンピック教育（以下

オリ・パラ教育）が推進されている（東京都教育

委員会，東京 2020 教育プログラム）1）．オリ・

パラ教育とは，オリンピック・パラリンピックを

題材にして，①スポーツの意義や価値等に対する

国民の理解・関心の向上，②障害者を含めた多く

の国民の幼少期から高齢期までの生涯を通じたス

ポーツへの主体的な参画（「する」，「見る」，「支

える」，「調べる」，「創る」）の定着・拡大，③児童・

生徒をはじめとした若者に対する，これからの社

会に求められる資質・能力等の育成，を推進する

ことを目的としている．また，オリンピック・パ

ラリンピックに関して学ぶことを通じて国民のス

ポーツへの参画意欲を深め，それがさらなる学び

へとつながる好循環を創り出していくことが必要

であるとされている 2）．

そこで 2016 年よりスポーツ庁は「オリンピッ

ク・パラリンピック・ムーブメント全国展開事業」

（以下オリ・パラ事業）を実施している．オリ・

パラ事業はスポーツ庁に加え，内閣官房，2020

東京オリンピック・パラリンピック組織委員会，

日本オリンピック委員会（以下 JOC），日本パラ

リンピック委員会（以下 JPC），日本財団パラリ

ンピックサポートセンター，そして中核拠点大学

となっている筑波大学，早稲田大学，日本体育大

学によって推進されている．中核拠点大学はオリ

ンピック・パラリンピック教育推進地域（以下オ

リ・パラ教育推進地域）と連携し，オリンピック・

パラリンピック教育推進校（以下オリ・パラ教育

推進校）の支援を行っている．これに伴い，日本

体 育 大 学（NSSU：Nippon	Sport	Science	Uni-

versity）ではオリンピック・パラリンピック・ムー

ブメント全国展開事業【NSSU-Center	 for	Olym-

pic	Paralympic	Empowerment（以下 N-COPE）】

を 2016 年に設立した．

N-COPE は 2016 年に 3 拠点（石川県，高知県，

長崎県），2017 年には 7 拠点（千葉県，石川県，

兵庫県，高知県，長崎県，千葉市，大阪市）を担

当し，推進地域全体への支援を行っている．具体

的な支援内容として，地域担当者となるコーディ

ネーター（教育委員会指導主事等）への支援，地

域セミナーおよびワークショップの際に推進校教

員へのオリ・パラ教育のレクチャー，推進校の授

業実践への支援などがある．

推進校では本事業の方針を踏まえ，「オリンピッ

ク・パラリンピックそのものについての学び」と

「オリンピック・パラリンピックを通じた学び」

に大別し実践をしている 3）．この取り組みの内容

については，オリンピアン・パラリンピアンなど

の講師を派遣してオリンピック・パラリンピック

に関する知識を学ぶ方法と，講師を派遣せずに学

ぶ方法に分けることができる．例えば 2017 年度
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より事業に参画し，2020 年東京大会の競技会場

となっている千葉市では，パラリンピックへの理

解を深めていくことを重視している．そして大半

の推進校で講師を派遣せず，体育授業にてパラリ

ンピック競技の体験を実施することでパラリン

ピックについての知識を学ぶ取り組みが実践され

ている 4）．多岐に渡る視点から多様な方法で行わ

れているオリ・パラ教育の実践より本稿では

2017 年度に N-COPE に報告された取り組みを類

別し紹介する 5）．

2020 年東京大会に向けて，オリ・パラ教育を

推進していくことは大会終了後にオリンピック・

パラリンピックが何を遺したのかということや，

無形のレガシーを考える上でも非常に重要であ

り，本稿において実践内容を類別し報告すること

はオリ・パラ教育の展開を振り返る際の貴重な資

料となると考えている．

Ⅱ . オリ・パラ教育実施校の取組内容

まずはオリ・パラ教育を行ったすべての学校に

おける，講師の派遣状況を示す．（表 1）さらに

講師派遣の内訳はオリンピアン，パラリンピアン，

アスリート，パラアスリート，ゲストティーチャー

に分類することができる．（表 2）

表 1 からわかる通り，オリ・パラ教育を実施し

ている学校では 81％という高い割合で講師の派

遣が行われていることが明らかとなった．オリ・

パラ教育の実施は派遣講師に頼りながら多くの学

校で取組を進められていることを示している．

表 2 の内訳の割合をみると，オリンピアンが

28％，パラリンピアンが 19％，アスリートが 5％，

パラアスリートが 12％，ゲストティーチャーが

36％であった．選手としてオリンピック・パラリ

ンピックに関わっている講師（オリンピアン，パ

ラリンピアン，アスリート，パラアスリート）を

合計すると 64％であった．

また，派遣された講師をオリンピアン，パラリ

ンピアン，アスリート（パラアスリートを含む），

ゲストティーチャーに分類し，それぞれの取組内

容を示した（表 3 ～表 6）．さらにゲストティー

チャーについては業種別の内訳を示した（表 7）．	

表 3 のオリンピアン派遣内訳をみると，1976

年モントリオール大会に出場した田村悦智子氏

（バレーボール）から 2016 年リオデジャネイロ大

会に出場した川井梨紗子氏（レスリング），上田

藍氏（トライアスロン）まで幅広い年代のオリン

ピアンが講師として派遣されている．尚，直近の

大会である 2016 年リオデジャネイロ大会に出場

しているのは上田氏と川井氏のみであり，2020

年東京大会を目指して現役選手として継続してい

るのも上記 2 名のみであった．また，中でも高平

慎士氏（陸上）が 4 回，沖口誠氏（体操）が 3 回，

田村悦智子氏（バレーボール），赤羽有紀子氏（陸

上），上田藍氏（トライアスロン）が 2 回など複

数回派遣されていた．

推進校の教員は児童・生徒が認知しているよう

な著名なオリンピアンの派遣を望んでいるが，現

役選手はトレーニングの日程や海外遠征などに

よってスケジュールの調整に難航し，希望通り選

手の派遣をできないケースもあったという．

表 1　2017 年度オリ・パラ事業講師派遣状況

あり なし 実施校合計

60（81％） 14（19％） 74

表 2　講師派遣内訳

オリンピアン パラリンピアン アスリート パラアスリート ゲストティーチャー 合計

26（28％） 18（19％） 5（5％） 11（12％） 34（36％） 94

※オリ・パラ教育を実施している学校の中で複数の講師を派遣している学校があるため実施校と講師派遣の合計数が異なっている。

150

オリンピックスポーツ文化研究　2019. 6　No. 4



表 4 のパラリンピアン派遣内訳をみると，全

18 回の取組のうち，池透暢氏（ウィルチェアラ

グビー）が 4 回，佐藤圭太氏（陸上），副島正純

氏（陸上）が 3 回，芦田創氏（陸上），根木慎志

氏（車いすバスケットボール）が 2 回となり，10

人のパラリンピアンのうち 5 人が複数回派遣され

ていた．また表 3 で示したように，幅広い年代の

オリンピアンが派遣されていたが，本事業で派遣

されていた全てのパラリンピアンは 2000 年シド

ニー大会以降の出場者であり，10 人中 7 人は直

近の 2016 年リオデジャネイロ大会に出場してい

る．その 7 人全員が 2020 年東京大会の出場を目

指し現役選手を継続している．

表 5 のアスリート派遣内訳をみると，全 16 回

の取組のうち 11 回がパラアスリートによる取組

であった．内容についても障害者理解を目的とし

た車いすの乗車体験や普段経験することが少ない

パラリンピック競技体験を行うなど，講演会のみ

表 4　2017 年度オリ・パラ事業派遣講師パラリンピアン

表 3　2017 年度オリ・パラ事業派遣講師オリンピアン
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ではなく多岐に渡る内容であった．

表 6 のゲストティーチャーにおいて，講師の業

種や取組内容をみると，千葉県では選手としてオ

リンピック・パラリンピックに関わっている人だ

けでなく，競技の運営や強化，普及などに関わる

人，さらに障害者や異文化の理解を深めるために

福祉施設や自治体の職員，外国人講師を招くなど

さまざまな観点でのオリ・パラ教育が行われてい

た．

表 7 のゲストティーチャー業種内訳をみると，

競技団体が 24％，大学教員，自治体職員が 18％，

公認指導員，外国人講師が 12％，高校教員が 3％，

農業従事者，スポーツ関係団体，体育協会，その

他（地域住民）が 3％であった．オリンピック・

パラリンピックに直接関わる競技団体による派遣

が多く，次いで多かったのが大学教員，自治体職

員であり，パラリンピック競技の説明や体験など

によって障害者理解を深めていく内容が多く行わ

れていた．

次に業種の内訳を行った際に 1 回のみ（3％）

の派遣となった特徴的な取組を紹介する．

1 つ目は講師を農業従事者から派遣した千葉県

松戸市立大橋小学校の取組である．例年学校の取

組では梨を育てる活動を行っており，その栽培技

術を教えてくれる梨農家の方はドミニカ共和国に

松戸市で育てた梨の木を送る事業を手掛けてい

る．実はこのことがドミニカ共和国と松戸市のホ

ストタウン登録に大きく関わっており，そうした

背景を基に調べ学習が行われた．

2 つ目は講師を体育協会から派遣した千葉県い

すみ市立太東小学校である．2020 年東京大会よ

り新競技となるサーフィン体験がいすみ市体育協

会サーフィン部の協力のもと行われた．サーフ

ボード上で腹ばいになって漕ぐ姿勢（パドリング）

からライディングに挑戦し，成功した児童からは，

「楽しかった」，「またやってみたい」といった感

想もあり，サーフィンの魅力を味わうことができ

る体験となった．

3 つ目は講師をスポーツ関係団体から派遣した

千葉県館山市立第二中学校である．日本スポーツ

ボランティアネットワークの方による，スポーツ

ボランティアについての講演が行われた．グルー

プワーク学習によってリーダーシップ，フォロー

ワーシップの必然性やチームで課題を乗り越えて

いく過程を学び，また 2016 年リオデジャネイロ

大会のボランティアと 2020 年東京大会への関わ

りについての講演が行われた．

4 つ目はその他（地域住民）の派遣である．千

表 5　2017 年度オリ・パラ事業派遣講師アスリート（パラアスリート含む）
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葉県成田市立久住小学校は伝統文化体験として，

地域の方を講師として学校周辺の水田地帯に伝わ

る伝統的な牛馬作り体験と茶道体験を行った．

このようにオリ・パラ事業ではオリンピアン・

表 6　2017 年度オリ・パラ事業派遣講師ゲストティーチャー

表 7　2017 年度オリ・パラ事業ゲストティーチャー業種内訳
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パラリンピアンだけではなく，テーマに応じて，

さまざまな人たちが派遣され，さまざまな視点か

らオリ・パラ教育の実践が行われているのである．

Ⅲ . まとめ

オリ・パラ教育においてはオリンピアンやパラ

リンピアンなどの講師を派遣する方法が多く実践

されているが，昨今，オリ・パラ教育への理解が

深まることにより，講師派遣の中でもオリンピア

ン・パラリンピアンではなく，競技の普及や広報

活動を目的とした競技に関わる人々（競技団体ス

タッフなど），障害者や異文化への理解を深めて

いくことを目的とした地域における福祉施設や自

治体職員，地域在住の外国人講師などさまざまな

視点でオリ・パラ教育が実践されるようになって

いる．今後はこのような実践を広めていく方法を

検討することが必要である．

また，講師派遣の際には講師とのスケジュール

調整や謝礼の支払いなどさまざまな弊害が生じて

くる．このことからも，日頃から地域との関りを

持ち，継続可能な内容を検討していくことが必要

となる．

現 在，IOC，IPC，JOC，JPC，JOA（ 日 本 オ

リンピックアカデミー），スポーツ庁，東京都教

育委員会らによって，オリ・パラ教育実践教材が

多数出版されている 6，7，8）．こうした教材をふま

えて，実践者となる教員がオリンピック・パラリ

ンピックへの理解を深めることにより，講師を招

聘することなく実践することも可能となっていく

であろう．そして何よりも重要となるのがオリ・

パラ教育を行うことで児童・生徒に何を伝えるこ

とができるのか，児童・生徒が何を身につけ，何

ができるようになるのかということへの自覚であ

る．この目標設定を明確化し，実践していくこと

ができなければオリ・パラ教育に教育的な価値を

見出すことができず，レガシーとして遺すことも

難しくなるであろう．

本稿ではオリ・パラ教育実践の特徴把握に向け

て講師派遣の内容分析を行った．今後も実践テー

マに応じた方法や内容が検討され，さまざまな視

点でオリ・パラ教育が実践されることを期待する．

そのことによってオリ・パラ教育の可能性が広が

り，教育的な価値を高めていくことも可能であろ

う．しかし本稿は日本体育大学が 2017 年に支援

した 7 地域 74 校の実践を元にした報告であり，

地域によって推進校数，学校による実践回数もば

らつきがある．このことからオリ・パラ教育の効

果を明確に検証したものではない．他の中核拠点

大学とともに更に実践データを積み重ね，分析し

ていくことが必要であり，今後の課題である 9）．
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国展開事業」を受けて行った．

（受理日：2019 年 5 月 7 日）
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